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１. 14年 9月中間期の連結業績(平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日)
(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 30,553 1.4 706 △ 7.7 682 △ 10.4
13年 9月中間期 30,118 △ 10.2 765 △ 42.9 762 △ 42.4
14年 3月期 58,977 1,383 1,328

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 △ 319 - △ 4.14 -
13年 9月中間期 413 - 5.30 -
14年 3月期 575 7.40 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期  14 百万円    13年 9月中間期   △11 百万円    14年 3月期  △24 百万円

     ②期中平均株式数(連結)　14年 9月中間期   77,209,032 株  3年 9月中間期   78,067,611 株  14年 3月期   77,833,441 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 72,957 36,481 50.0 473.85
13年 9月中間期 72,770 37,610 51.7 482.87
14年 3月期 73,600 37,260 50.6 480.45
(注)期末発行済株式数(連結) 14年 9月中間期  76,990,885 株   13年 9月中間期  77,887,912 株   14年 3月期  77,554,724 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 3,055 △ 695 △ 1,077 5,757
13年 9月中間期 1,978 △ 1,314 △ 510 3,615
14年 3月期 3,606 △ 1,902 △ 744 4,421

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14 社   持分法適用非連結子会社数　- 社   持分法適用関連会社数　2 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規)  1社    (除外)   - 社    持分法(新規)   - 社    (除外)　 - 社

２. 15年 3月期の連結業績予想(平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日)
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 63,000 2,000 700
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   9 円 07 銭 

  ※上記の予想は、作成時点において当社が合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要素によりこれらの    

      予想と異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等につきましては決算短信(連結)の6ページを参照して下さい。   

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ) 純 利 益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高
財務活動による

キャッシュ・フロー

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

投資活動による
キャッシュ・フロー

営業活動による
キャッシュ・フロー
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《添付資料》 

 

１ ． 企 業 集 団 等 の 状 況  

 

 

当企業集団は平成14年９月末現在、タキロン株式会社（当社）および子会社１５社、関連会社４社により構成されて

おり、主な事業は、塩化ビニル等の各種樹脂製品及びこれらの樹脂と鉄線等の複合製品の製造・加工及び販売並びにこ

れらの製品を使用した各種の装置及びその工事であります。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係わる位置づけは次のとおりであります。なお、事業の種類別セグメント

と同一の区分であります。 

 

部         門 主  要  製  品 主   要   な   会   社   名 

（製造・加工会社） 

当社 

（販売会社 ） 

採光建材製品、外装建材、管工機

材、住器製品、エクステリア製

品、内装建材他 

 当社、松山鋼板㈱、タキロンホームテック㈱他 

（製造・加工会社） 

当社 

（販売会社 ） 

 

 

 

 

住 設 建 材 関 連 

床材 

タキロンマテックス㈱ 

（製造・加工会社） 

当社、三和プラスチック㈱、ダイライト㈱他 

 

（販売会社 ） 

硬質塩ビプレート、ポリカーボネ

ートプレート、ＡＢＳプレート、

アクリルプレート、プラスチック

看板及び屋外広告物等、クイック

サイン表示器、ポリプロピレンフ

ィルム、ポリエチレンタンク他 

当社、三和プラスチック㈱、富士プラスチック㈱、日興産

業㈱、小林商事㈱、ダイライト㈱他 

（製造・加工会社） 

当社、北海産資㈱、タキロングッズ㈱、スペーシア㈱ 

 

 

 

 

産 業 資 材 関 連 

カラー鉄線、カラー鋼管、トリカ

ルネット、トリカルパイプ、コル

ゲート管、ダブル管他 （販売会社 ） 

  当社、スペーシア㈱他 

当社  
メ デ ィ カ ル 関 連 

フィクソーブ(骨片接合材) 

ゲルロード(導電性粘着材)  

当社、タキロンエンジニアリング㈱ 下水道施設、上水道施設、排水処

理装置他  

 

工 事 関 連 そ の 他 

グループ製品の運送及び保管等他 タキロンサービス㈱、千歳タキロン物流㈱ 

 

以上に述べた企業集団等の概要図は、次頁のとおりであります。 
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(注)１．（連）は連結子会社を、（持関）は持分法適用関連会社を、（関）は関連会社をそれぞれ示しており、表示のな

い会社は、その他の関系会社を示しております。 

製品の製造･加工 

産業資材関連 

(連) 北海産資 ㈱ 

(連) タキロングッズ㈱ 

物流業務他 

工事関連その他 

(連) タキロンサービス㈱ 

(連) 千歳タキロン物流㈱ 

建築工事の設計、施工および販売 

工事関連その他 

(連) タキロンエンジニアリング㈱ 

製品の販売 

住設建材関連 

(連) タキロンマテックス㈱ 

(連) 松山鋼板㈱ 

(連) タキロンホームテック㈱ 

(持関) 福岡建材販売㈱ 

 

産業資材関連 

(連) 富士プラスチック㈱ 

(連) 日興産業㈱ 

(連) 小林商事㈱ 

 (関) コスモ商事㈱ 

(持関) スペーシア㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

当                                          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社 

得 意 先

製品の製造および販売 

産業資材関連 

(連) タキロン・ ローランド㈱  

(連) ダイライト㈱  

製品の製造および販売 

産業資材関連 

(連) 三和プラスチック㈱ 

原材料および商品の供給 

伊藤忠商事㈱ 



  

－３－ 

 

     

 

 

２ ． 経  営  方  針  

 

(１) 会社の経営の基本方針 

当社は、「企業の永続的な発展成長のために、地球環境保護をこころがけながら、お客様に満足していただける品

質と価格を提供すること、そして、その結果、正当な利潤を得て、公正な配分につとめることにより、株主並びに社

会に貢献する」ことを経営の基本方針としています。 

また、平成１１年に策定した「中期経営計画」におきましては、「プラスチック素材とその加工技術に裏打ちされ

た世界で最も優れた商品の提供と、環境の調和を採り入れた商品設計、人に優しいハード・ソフトの提案」をキーワ

ードにし、株主、顧客、従業員、社会および地球環境保護への貢献を念頭において活動することを宣言しています。 

 

(２) 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する配当額の決定は重要政策のひとつと認識しており、安定配当を基本方針とし、業績の推移、

将来の事業展開を考慮しながら、収益に対応して配当を実施する考えであります。 

また従業員に対する利益配分の一環として上級管理職を対象としたストックオプションも採用しております。 

さらに、自己株式取得(本年６月の株主総会で承認：取得枠７００万株)の実施により、資本効率を改善させ、長期的な株

主利益の増進を図るよう努力する所存であります。 

内部留保金につきましては、新製品の開発、技術革新に対応する生産設備等長期的な観点に立って成長事業分野への投資

等に活用し、企業体質と企業競争力のさらなる強化に取り組んでまいります。 

 

(３) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、より広範な投資家、とりわけ個人投資家の方々の参加を容易にする施策の重要性を認識しております。し

かしながら、現在、当社株式の流動性については十分に確保されていることなどから、今後の市場の要請等を勘案し、

その費用及び効果を検討しつつ慎重に対処したいと考えております。 

 

(４) 中長期的な会社の経営戦略 

平成１１年度（平成１２年３月期）を初年度とする「中期経営計画」におきまして、「利益重視型の会社への構造

転換」を目標に掲げて実行しております。 

具体的には下記目標を掲げておりますが、昨今の国内構造不況の影響からその達成時期については１年ないし２年

の遅れになる見込です。ただし経営のスリム化については逆に計画を前倒しし、平成１４年４月に希望退職者を募り、

ほぼ、募集枠どおりの６８名が５月中に退職いたしました。 

     平成１５年度（平成１６年３月期）の目標とする経営指標 

・売上高       ６００億円 ・経常利益              ５０億円 

・ＲＯＥ       ６％ ・ＲＯＡ ４％ 

・連単倍率       １．２倍 

 スリム化と先行投資の主な内容は次のとおりです。 

  ・経営基盤の構造改善 

① 不稼動設備の廃棄・集約を実行します。 

平成１４年６月に東京工場の一部生産設備を網干工場に集約して集中生産体制を採りました。 

② 生産性向上のための人員規模の適正化(１０００人以下体制)をめざします。 

当中間期において、１０００人以下体制を達成しました。 

 

(５) 会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

当社は平成１２年度に取締役と上級管理職を対象に、ストックオプション制度を導入しました。 
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また、顧客ニーズを重視した事業活動を強化するために平成１４年４月に組織改正を行い、営業を統括する営業本部と、

事業企画、商品開発を統括する事業部を設置しました。 

新たな海外生産拠点として、インドネシアに産業資材製品の製造・販売を目的とする子会社を現地企業との合弁にて設立

しました。 

 

 (６) 会社の対処すべき課題 

 上記の中期経営計画として掲げた設定目標は、当社の企業としてのありたい姿を定量化したものであるため、修正

を加える予定はありませんが、達成時期と具体的実現策の見直しが急務であります。 

なお、現中期経営計画を基盤にした｢新３ヶ年計画(平成15年4月～平成18年3月)｣を作成中であります。 

 

 (７) 関連当事者（親会社）との関係に関する基本方針 

 伊藤忠商事株式会社は当社の筆頭株主（持株比率 25.0％）であり、一部の原材料仕入れ・製品販売において取引き

をしております。 

 当社の企業価値を最大化することにより、伊藤忠グループ発展に貢献していく方針です。 
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３ ． 経  営  成  績  

 

(１) 当中間期の概況 

 当上半期の日本経済は、一部の景気指標に改善が見られるなど、政府見通しにも明るさが見受けられるようになりました

が、実体経済は、株価の下落など先行きに不安を残すとともに、回復感の見えない雇用環境や低迷する消費動向により低調

に推移しました。 

当社製品の大きな需要分野である情報技術（ＩＴ）関連産業についても若干の回復がありましたものの、本格的な回復に

は至らず、また、住宅市場も住宅着工件数の減少から厳しい環境の下で推移しました。 

  このような中にあって当社は、現在、４年目に入った５ヶ年の中期経営計画達成のため、経営のスリム化を先行して、目標

達成に向け全力を傾注してまいりました。 

  しかしながら、上記の環境の影響をまぬがれることは出来ず、当上半期の売上高は、３０５億５千３百万円（対前年同期比

１．４％増）、経常利益は ６億８千２百万円（対前年同期比１０．４％減）、中間利益につきましては、希望退職者に対す

る特別退職金９９８百万円を計上した結果、３億１千９百万円の損失（前年同期は、４億１千３百万円の利益）となりまし

た。 

 

 

（２）事業セグメント別状況  

住設建材関連部門 

 採光材は、住宅着工件数減少の影響を受け、前年同期を若干下回る売上になりました。 

  住宅資材も、住宅着工(特に戸建て)の影響を受け、前年同期を若干下回る売上になりました。 

  管工機材は、需要低迷と価格下落があいまって、前年同期を下回る売上になりました。 

  床材は、好調なマンション需要を背景に、堅調に推移しました。 

  その結果、部門の業績は、売上高１３５億９千万円（対前年同期比２．５％減）、営業利益１８億９千９百万円（対前年同

期比９．７％増）となりました。 

 

産業資材関連部門 

 プレートは、海外を中心とした半導体・液晶関連需要が回復し、工業用プレート(特に重点商品であるＦＭプレート、イー

ワン、制電プレート)が好調に推移しました。一方、内需中心の店装資材・成型材は低迷し前年同期を下回る売上となりまし

た。 

 環境資材は、土木資材が公共事業削減の影響で苦戦し、また、農業、園芸、生活資材がいずれも低迷しました。 

 電材は、電子部品販売が好調に推移し、全体として前年同期を上回る売上となりました。 

その結果、部門の業績は、売上高１５９億３千２百万円（対前年同期比６．９％増）、営業利益１千２百万円（対前年同

期比７７．６％減）となりました。 

 

メディカル関連部門 

生体内分解吸収性骨片接合材(フィクソーブ)は、次世代骨片接合材スーパー・フィクソーブへの移行前の在庫調整もあり、

前年同期を下回る売上となりました。ただし、呼吸器外科等の新規分野では、前年同期比40％増と順調に増大しました。 

その結果、部門の業績は、導電性粘着材の売上減もあり、売上高５億２千８百万円（対前年同期比１３．５％減）、営業

利益１億２千８百万円（対前年同期比３２．０％減）となりました。 

 

工事関連その他部門 

 上下水道装置は、公共事業関連を中心に、浄水場向けおよび下水処理場向け覆蓋他の設備は、大型物件の発注遅れにより

前年同期を下回る売上となりました。ただし、管更生工法老朽下水道管渠は国庫補助事業化により発注が本格化し、上半期

での受注・完工は前年同期を大幅に上回り、下期での売上増が期待できる状況となりました。 

  その結果、部門の業績は、売上高５億２百万円（対前年同期比２４．４％減）、営業損失６千４百万円（前年同期比８千８

百万円の損失）となりました。 
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(３)通期の業績見通し 

  米国を中心とする世界経済の先行き不安感が増す中で、国内経済も長引く不良債権問題、デフレ・株安の進行など先行きは

不透明ではありますが、新市場開拓、新顧客獲得、更なる経費削減等によりまして、通期の業績の見通しは、当初業績予想

(平成14年5月16日発表)どおりと致します。 

 

                                                  (単位：百万円) 

 連結予想 個別予想                                                           

売上高 63,000 49,000 

営業利益 2,200 1,600 

経常利益 2,000 1,500 

当期純利益 700 400 

 (注)上記見通しには、主要市場における製品の需給動向、原材料の市況などに不透明な部分があり、実際の業績は見通しと異

なる場合がありえることをご承知おき願いします。 

 

(４)財政状態 

当中間末の現金及び現金同等物は、前期末から１３億３千５百万円増加し、５７億５千７百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュフロー 

希望退職者に対する退職金の支払等による資金の減少があったものの、減価償却費、売上債権の減少、法人税等の還付等

による資金の増加があったため、３０億５千５百万円の資金の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュフロー 

有形固定資産の取得等により６億９千５百万円の資金の減少となりました。前年同期に比べて、６億１千９百万円の支出

の減少となりましたが、これは主に有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものです。 

財務活動によるキャッシュフロー 

長期借入金の返済、配当金の支払等により１０億７千７百万円の資金の減少となりました。前年同期に比べて、５億６千

７百万円の支出の増加となりましたが、これは主に借入金の返済等によるものです。 
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４ ． 中  間  連  結  財  務  諸  表  等  

 

（１）中間連結貸借対照表 

 (単位:百万円) 

期    別  当 中 間 期 前 中 間 期 前          期 

 (平成14年９月３０日現在) (平成13年９月３０日現在) (平成14年３月３１日現在) 

  科    目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 

（ 資  産  の  部 ）  ％  ％  ％ 

流  動  資  産 ３８，６８２ 53.0 ３８，１８３ 52.5 ３９，５３３ 53.7 

現  金 ・ 預  金 ５，７６３  ２，８４６  ４，４４９  

受 取 手 形 ・ 売 掛 金 ２１，９４０  ２３，５３９  ２４，４００  

有  価  証  券 ２０  １，０００  １２０  

た  な  卸  資  産 ８，１３４  ７，９７６  ７，７８６  

繰 延 税 金 資 産 ８６７  １，１６６  ７７０  

そ の 他 の 流 動 資 産 ２，０７２  １，７６０  ２，１８０  

貸  倒  引  当  金 △ １１６  △ １０６  △ １７５  

固  定  資  産 ３４，２７５ 47.0 ３４，５８６ 47.5 ３４，０６７ 46.3 

有 形 固 定 資 産 ２３，４１４  32.1 ２３，０４８ ２３，７４９ 

建  物 ・ 構  築  物 ８，７４７  ８，２５８ 

 31.6 

８，８６６ 

32.3 

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 ６，５２０  ６，５３６  ６，２１７  

土        地 ６，６２４  ５，６８９  ６，３８９  

建  設  仮  勘  定 １４７  １，３１５  ８７１  

その他の有形固定資産 １，３７４  １，２４９  １，４０３  

無 形 固 定 資 産 ５５４ ５７ １４５ 

その他の無形固定資産 ５５４ 

  0.8 

５７ 

  0.1 

１４５ 

0.2 

投 資 等 １０，３０５ １１，４８０ １０，１７１ 

投 資 有 価 証 券 ３，０５８ 

  14.1 

４，３３７ 

  15.8 

３，０６１ 

13.8 

繰 延 税 金 資 産 ５，６０２  ５，５５２  ５，５１７  

その他の投資その他の資産 １，９０９  １，８７７  １，９０４  

貸  倒  引  当  金 △  ２４５  △  ２４０  △ ２４４  

投 資 評 価 引 当 金 △    １９  △    ４８  △   ６７  

合           計 ７２，９５７ 100.0 ７２，７７０ 100.0 ７３，６００ 100.0 
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当 中 間 期 前 中 間 期 前          期 

(平成14年９月３０日現在) (平成13年９月３０日現在) (平成14年３月３１日現在) 

期    別  

   

 科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 

（ 負  債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

流  動  負  債 ２１，７３０ 27.1 １９，７２２ 27.1 ２０，２３５ 27.5 

支 払 手 形 ・ 買 掛 金 １３，６７８  １２，４３３  １２，３４３  

短  期  借  入  金 ３，６２２  ２，３３６  ３，７６６  

未 払 消 費 税  等 １８９  １８１  ２１６  

未 払 法 人 税 等 １６０  ３８７  ２５  

未  払  費  用 １，５７７  １，６３５  １，６１１  

賞  与  引  当  金 ７２２  ８５１  ６９６  

設 備 支 払 手 形 ４４１  ６８４  ４３０  

そ の 他 の 流 動 負 債 １，３３７  １，２１１  １，１４６  

固 定 負 債  １３，８２５ 20.2  １４，７３７ 20.2  １５，１７５ 20.6 

長  期  借  入  金 ３１７  １５７  ３３８  

退 職 給 付 引 当 金 １３，０６４  １３，９３８  １４，１０６  

役 員 退 職 引 当 金 ４０２  ３５４  ４６６  

債 務 保 証 損 失 引 当 金 －  ２２２  ２２２  

そ の 他 の 固 定 負 債 ４０  ６４  ４１  

負  債  合  計 ３５，５５６ 48.7 ３４，４５９ 47.3 ３５，４１０ 48.1 

少 数 株 主 持 分 ９１９ 1.3 ７００ 1.0 ９２８ 1.3 

 （ 資  本 の 部 ）     

    資    本    金  １５，１８９ 20.8 １５，１８９ 20.9 １５，１８９ 20.6 

    資  本  剰  余  金  １４，６６１ 20.1 １４，６６１ 20.1 １４，６６１ 19.9 

    利  益  剰  余  金  ７，０７７ 9.7 ８，１１０ 11.1 ７，６８４ 10.5 

   その他有価証券評価差額金  １３９  0.2 △    ２２ △ 0.0 １５３ 0.2 

    自   己   株   式  △  ５８５ △ 0.8 △  ３２８ △ 0.4 △  ４２７ △ 0.6 

 資 本 合 計    ３６，４８１ 50.0 ３７，６１０ 51.7 ３７，２６０ 50.6 

 負債、少数株主持分および資本合計 ７２，９５７ 100.0 ７２，７７０ 100.0 ７３，６００ 100.0 
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（２）中間連結損益及び剰余金結合計算書 

 (単位:百万円) 

期    別   当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

 (平成14年４月１日～14年９月30日) (平成13年４月１日～13年９月30日) (平成13年４月１日～14年３月31日) 

  科    目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 

  ％  ％  ％ 

売 上 高 ３０，５５３ 100.0 ３０，１１８ 100.0 ５８，９７７ 100.0 

売 上 原 価 ２１，５０８ 70.4 ２１，１８５ 70.3 ４１，７７９ 70.8 

売 上 総 利 益 ９，０４５ 29.6 ８，９３３ 29.7 １７，１９８ 29.2 

販 売 費・一般管理費 ８，３３８ 27.3 ８，１６７ 27.1 １５，８１４ 26.8 

営  業  利  益 ７０６ 2.3 ７６５ 2.6 １，３８３ 2.4 

営 業 外 収 益       ２０５        １８３        ３８３  

受 取 利 息 ･ 配 当 金 ２６  ４５  ８５  

持分法による投資利益 １４  －  －  

雑    収    入 １６４  １３７  ２９７  

営 業 外 費 用 ２２９        １８７        ４３８  

支 払 利 息 ３４  ３２  ５４  

持分法による投資損失 －  １１  ２４  

雑    支    出 １９５  １４３  ３５９  

経  常   利  益 ６８２ 2.2 ７６２ 2.6 １，３２８ 2.3 

特 別 利 益 ２１４  －  ４９１  

特 別 損 失 １，１９４  ２６６  ９２９  

税金等調整前当期利益 △  ２９６ △1.0 ４９５ 1.7 ８９１ 1.5 

法人税・住民税及び事業税 １６４  ４５８  ３４４  

法 人 税 等 調 整 額 △  １６３  △  ４０１  △  ７７  

少数株主利益 ( 減算 ) ２２  ２４  ４８  

中間（当期）純利益 △  ３１９ △1.0 ４１３ 1.4 ５７５ 1.0 

利益剰余金期首残高 ７，６８４  ７，６６１  ７，６６１  

利益剰余金増加高 －  ３１５  －  

持分法適用会社増加による増加高 －  ３１５  －  

利益剰余金減少高        ２８７         ２８１  ５５３  

配    当    金 ２７１  ２７３  ５４６  

役  員  賞  与 １５  ７  ７  

利益剰余金期末残高 ７，０７７  ８，１１０  ７，６８４  
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（３）連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                                                                            (単位:百万円) 

 期    別   当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 
  (平成14年４月１日 (平成13年４月１日 (平成13年４月１日 
   科    目  ～ 14年９月30日)  ～ 13年９月30日)  ～ 14年３月31日) 
     

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損益 △２９６ ４９５ ８９１ 

減価償却費 １，３５６ １，３０７ ２，７９０ 

退職給付引当金の増減額 △１，０５１ １４１ △１１６ 

受取利息及び受取配当金 △２６ △４５ △８５ 

支払利息 ３４ ３２ ５４ 

有価証券評価損 １６３ １９７ ７３６ 

売上債権の増減額 ２，４７２ ４，１９８ ４，６８５ 

たな卸資産の増減額 △２６５ △２６４ ３６４ 

仕入債務の増減額 １，１４１ △２，１６５ △２，９０１ 

その他 △６２２ △９５７ △１，４６０ 

小     計 ２，９０４ ２，９３８ ４，９５８ 
利息及び配当金の受取額 ２８ ４１ ８２ 

利息の支払額 △４０ △２８ △４７ 

法人税等の支払(還付)額 １６３ △９７３ △１，３８７ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ３，０５５ １，９７８ ３，６０６ 

     
 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △１ － △１，１０１ 

有価証券の売却による収入 １０１ ８００ ２，３０８ 

有形固定資産の取得による支出 △７０７ △２，３８４ △３，７２６ 

投資有価証券の取得による支出 △７５ △１２５ △１４４ 

投資有価証券の売却による収入 ７０ ２５８ ９１３ 

貸付けによる支出 △４３ △２５ △１３９ 

貸付金の回収による収入 ５７ ３６ ８３ 

その他 △９７ １２６ △９６ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △６９５ △１，３１４ △１，９０２ 
     
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額 △１４２ １ １６１ 

長期借入れによる収入 － － ２００ 

長期借入金の返済による支出 △４９８ △１２５ △３４５ 

自己株式の取得による支出 △１５８ △１０７ △２０６ 

配当金の支払額 △２７１ △２７３ △５４６ 

その他 △６ △５ △８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △１，０７７ △５１０ △７４４ 
     
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － － 

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 １，２８２ １５３ ９５９ 

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ４，４２１ ３，４６２ ３，４６２ 

 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ５３ － － 

 Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ５，７５７ ３，６１５ ４，４２１ 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 ５７，６９６百万円 ５５，９２３百万円 ５９，１４４百万円 

２． 受 取 手 形 割 引 高 ９０９百万円 ６４５百万円 ６０６百万円 

 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 ８６百万円 １４百万円 ２０百万円 

３． 保 証 債 務 ７６６百万円 ８５１百万円 ８２２百万円 
 

(中間連結損益計算書関係) 
   

  ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

１． 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額   

 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 １，７６０百万円 １，７６０百万円 ３，４３８百万円 

 従 業 員 給 料 １，８４９百万円 １，７７４百万円 ３，５８３百万円 

 退 職 給 付 費 用 ３７０百万円 ３０２百万円 ６０４百万円 

 研 究 開 発 費 ４８２百万円 ４９２百万円 １，０２９百万円 

２． 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費  － 

  ４８２百万円 ４９２百万円 １，０２９百万円 

３． 特別利益の主な内訳    

 過去勤務債務償却益 － － ４８５百万円 

 債務保証損失引当金取崩益 １７１百万円 － － 

４． 特別損失の主な内訳    

 特 別 退 職 金 ９９８百万円 ４８百万円 ７２百万円 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 １６３百万円 １９７百万円 ７３６百万円 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － ５５百万円 

     
 
(連結キャッシュフロー計算書関係) 

 ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

 現 金 及 び 預 金 勘 定 ５，７６３百万円 ２，８４６百万円 ４，４４９百万円 

 有 価 証 券 勘 定 ２０百万円 １，０００百万円 １２０百万円 

 計 ５，７８３百万円 ３，８４６百万円 ４，５７０百万円 

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △６百万円 △２３１百万円 △２８百万円 

 価格変動リスクのある株式等投資有価証券 △２０百万円 － △１２０百万円 

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ５，７５７百万円 ３，６１５百万円 ４，４２１百万円 
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(４）中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 

① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 １４社(主要会社名：タキロンマテックス㈱、三和プラスチック㈱、富士プラスチック㈱他) 

増加  １社：小林商事㈱  減少  なし 

非連結子会社数  １社 

② 持分法の適用に関する事項 

持分法適用非連結子会社数 なし 

持分法適用関連会社数 ２社：スペーシア㈱、福岡建材販売㈱ 

③ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

決算日の異なる連結子会社３社については、決算日と連結決算日との間に生じた連結会社相互間の取引に係る会

計記録の重要な不一致等について連結上必要な調整を行っております。 

 

④ 会計処理基準に関する事項 

イ．資産の評価基準及び評価方法 

l たな卸資産 

製        品 ： 主として総平均法による低価法 

商        品 ： 主として移動平均法による低価法 

原 材 料 ・ 仕 掛 品 ： 主として総平均法による原価法 

l 有価証券(投資を含む) 

満期保有目的債券 ： 償却原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

ロ．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ： 定率法 

  但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月1日以降に取
得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法 

無 形 固 定 資 産 ： 定額法 

 ： 但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

長 期 前 払 費 用 ： 定額法 

ハ．引当金の計上の方法 

貸  倒  引 当 金 ： 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております｡ 

投 資 評 価 引 当 金 ： 投資先の投融資額を評価するため、投資先の資産状態及び事業内容の実
情を勘案して必要と認められる金額を計上しております。 

賞   与  引 当 金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間対応額
を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異及び過去勤務債務については、適用初年度に
各々、一括して費用処理及び費用から減額処理する方法を採用しており

ます。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による按分額を翌連結会計年度
より費用処理することとしております。 
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役 員 退 職 引 当 金 ： 役員の退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

債務保証損失引当金 ： 関係会社等への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態
等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。 

ニ．リース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっております。 

ホ．消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 

 

⑤ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法を採用しております。 

 

⑥ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、原則として５年間で均等償却しております。 

 

⑦ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結会社の利益金処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 

⑧ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手元資金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 

 

(追加情報) 

自己株式及び法定準備金取崩等会計 

当中間期から｢自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準｣(企業会計基準第１号)を適用しております。こ

れによる当中間期の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期における中間連結貸借対照表の資本の部及び中間連結剰余

金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。また、前中間期末及び前期末につ

いても改正後の表示区分に組替えております。 
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① セ グ メ ン ト 情 報 

(１) 事業の種類別セグメント情報 

当中間期(平成14年４月１日～14年9月30日) 
（単位：百万円） 

 住設建材 産業資材 メディカル 工事関連  消去又  
 関    連 関    連 関    連 そ の 他 計 は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高 13,590 15,932 528 502 30,553 － 30,553 

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

540 

 

540 

 

(540) 

 

－ 

計 13,590 15,932 528 1,043 31,094     (540) 30,553 

営 業 費 用 11,690 15,919 400 1,107 29,118 728 29,847 

営業利益又は営業損失(△) 1,899 12 128 △64 1,975 (1,269) 706 

前中間期(平成13年４月１日～13年9月30日) 
（単位：百万円） 

 住設建材 産業資材 メディカル 工  事  消去又  

 関    連 関    連 関    連 関    連 計 は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高 13,933 14,908 611 664 30,118 － 30,118 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

490 

 

490 

 

(490) 

 

－ 

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
計 13,933 14,908 611 1,155 30,608 (490) 30,118 

営 業 費 用 12,201 14,853 422 1,243 28,720 631 29,352 

営業利益又は営業損失(△) 1,732 55 188 △88 1,888 (1,122) 765 

 
前期(平成13年４月１日～14年3月31日) 

（単位：百万円） 
 住設建材 産業資材 メディカル 工  事  消去又  

 関    連 関    連 関    連 関    連 計 は全社 連  結 

売上高及び営業損益        

売 上 高        
(1) 外部顧客に対する売上高 27,413 28,741 1,014 1,808 58,977 － 58,977 
(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

939 

 

939 

 

(939) 

 

－ 

計 27,413 28,741 1,014 2,748 59,917 (939) 58,977 

営 業 費 用 24,006 28,774 770 2,711 56,263 1,331 57,594 

営業利益又は営業損失(△) 3,406 △ 33 243 37 3,654 (2,271) 1,383 

 (注) １．事業区分の方法 
製品の使用目的を考慮し、住設建材関連、産業資材関連、メディカル関連及び工事関連その他に区分しております｡ 

２．各区分の主要な製品 

住設建材関連 採光建材、外装建材、管工機材、住器製品、エクステリア製品、床材他 

産業資材関連 硬質塩ビプレート、ポリカーボネートプレート、アクリルプレート、カラー鉄線、カラー鋼

管、トリカルネット、トリカルパイプ、クイックサイン表示器他 

メディカル関連 フィクソーブ(骨片接合材)、ゲルロード(導電性粘着材) 

工事関連その他 上水道施設、下水道施設、排水処理装置、当社グループの製品運送及び保管業務等他 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の一般管理費に係わる費

用及び親会社の基礎的研究開発に係わる費用であります。 

当中間期 1,269百万円 前中間期 1,122百万円 前 期 2,271百万円 
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 所在地別セグメント情報 
最近２連結会計年度における本邦の売上高及び資産の金額は､全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額

の合計額に占める割合がいずれも９０％超であるため、記載を省略しております。 

 

 (３) 海 外 売 上 高 

最近２連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、記載を省略しております。 

 

② リ ー ス 取 引 

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

取得価額相当額 ２，８３１百万円 ２，６５３百万円 ２，８２６百万円 

減価償却累計額相当額 １，８８０百万円 １，７６４百万円 １，８４５百万円 

期末残高相当額 ９５１百万円 ８８８百万円 ９８１百万円 

上記の金額のうち、主なものは、「工具器具・備品」であります。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

１年以内 ３９１百万円 ３９０百万円 ３８０百万円 

１年  超    ５６０百万円   ４９８百万円   ６０１百万円 

合    計 ９５１百万円 ８８８百万円 ９８１百万円 

③ 支払リース料及び減価償却相当額 

 ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

支払リース料 １８９百万円 １８５百万円 ３７０百万円 

減価償却費相当額 １８９百万円 １８５百万円 ３７０百万円 

 

③ 有 価 証 券 

当中間期(平成14年9月30日現在) 

(１) その他有価証券で時価のあるもの                                                   （単位：百万円） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差   額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

(1)株   式 １，４１４ １，８５９ ４４４ 

(2)債   券 － － － 

小    計 １，４１４ １，８５９ ４４４ 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの    

(1)株   式 ５５７ ４１２ △  １４５ 

(2)債   券 ４６５ ４０７ △    ５７ 

小    計 １，０２３ ８２０ △  ２０２ 

合    計 ２，４３７ ２，６８０ ２４２ 
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（２） 時価評価されていない主な有価証券             （単位：百万円） 

子会社株式及び関連会社株式  
子会社株式 １５５ 
関連会社株式 ６３ 

合   計 ２１８ 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く）  １５９ 
債   券 ２０ 

  合   計 １７９ 

 

 

前年中間期(平成13年9月30日現在) 

(１) 満期保有目的の債券で時価のあるもの                                                 （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

    社  債  ２０４ ２０４ ０ 

合    計 ２０４ ２０４ ０ 

 

(２) その他有価証券で時価のあるもの                                                     （単位：百万円） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差   額 

(1)株   式 ２，４８８ ２，６５２ １６３ 

(2)債   券 ４５３ ２７１ △１８１ 

合    計 ２，９４２ ２，９２３ △１８ 

 

(３) 時価評価されていない主な有価証券             （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 

子会社株式及び関連会社株式  
関連会社株式 １，００６ 

合   計 １，００６ 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く）  ２０３ 
債   券 １，０００ 

  合   計 １，２０３ 

 

前期(平成14年3月31日現在) 

(１) その他有価証券で時価のあるもの                                                     （単位：百万円） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差   額 

    

(1)株   式 ７２６ １，２３８ ５１１ 

(2)債   券 － － － 

小    計 ７２６ １，２３８ ５１１ 

連結貸借対照表計上額が取得価額を超えるもの    

(1)株   式 １，３７２ １，１４５ △  ２２７ 

(2)債   券 ５１５ ５０５ △    １０ 

小    計 １， ８８８ １，６５０ △  ２３７ 

合    計 ２，６１４ ２，８８９ ２７４ 
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(２) 時価評価されていない主な有価証券            （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 

子会社株式及び関連会社株式  
  子会社株式 １０ 

関連会社株式 ４１ 

合   計 ５１ 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く）  ２２１ 
債   券 ２０ 

  合   計 ２４１ 

 

 デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

 

５ ． 生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況  
 
(１) 生産実績 

(単位：百万円) 

事  業  の  種  類 当中間期 前中間期 前    期 

住 設 建 材 関 連 １２，１５２ １２，９９４ ２５，１３７ 

産 業 資 材 関 連 １１，８０９ １１，０１９ ２１，３８７ 

メディカ ル 関 連 ５２８ ６４５ １，０６４ 

合        計 ２４，４９０ ２４，６５９ ４７，５８９ 

 (注) 金額は、販売価格によっております。 

 

(２) 工事関連その他の受注状況 
 (単位：百万円) 

事  業  の  種  類 当中間期 前中間期 前    期 

受    注    高 ５４８ ４１９ １，０１９ 

期 末 受 注 残 高 ４３１ ２４０ １０１ 

(注)当企業集団の製品は、主として計画生産を行っており、受注生産は、｢工事関連その他｣の建設工事 

に限られております。 

 

(３) 販売実績 
(単位：百万円) 

事  業  の  種  類 当中間期 前中間期 前    期 

住  設  建  材 関 連 １３，５９０ １３，９３３ ２７，４１３ 

産  業  資  材 関 連 １５，９３２ １４，９０８ ２８，７４１ 

メディカ ル  関 連 ５２８ ６１１ １，０１４ 

工  事  関  連その他 ５０２ ６６４ １，８０８ 

合        計 ３０，５５３ ３０，１１８ ５８，９７７ 

 (注) セグメント間の内部売上高又は振替高は、除外しております。 

 


